
令 和 ７ 年 １ ２ 月 ２ ３ 日 

環 境 局 

公益財団法人東京都環境公社 

 

令和７年度「ゼロエミッション地区創出プロジェクト」 

選定結果について 

東京都は、2050 年「ゼロエミッション東京」を実現するため、都内温室効果ガス排出量

を 2000 年比で 2030 年 50%削減、2035 年 60%以上削減することを目指し、「ゼロエミッショ

ン東京戦略 Beyond カーボンハーフ」のもと、実効性ある取組を戦略的に展開しています。 

今年度、都独自のゼロエミッション地区の創出に向け、区市町村の面的な脱炭素化を最長

５年間財政支援するとともに、各主体の取組や合意形成等を伴走支援する「ゼロエミッショ

ン地区創出プロジェクト」を立ち上げ、本年 10 月 20 日から 12 月１日までの期間で区市町

村からの計画提案を募集しました。 

このたび、下記のとおり２自治体を選定しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１ 選定した自治体及び対象エリア ※計画提案概要は別紙のとおり 

（１） 千代田区 神田錦町南部地区（再開発周辺エリア） 

主な取組 

・「Ｅサイクルちよだ」の重点地区として、ＲＥ１００電力の導入 

・建築物の新築・大規模改修時のＺＥＢ化を推進、既存建築物の省エネ改修促進 

・再開発エリアでＢＥＭＳ・ＤＲを実施。蓄電池を整備し、余剰電力融通を検討 

 

（２） 江戸川区 東小松川３・４丁目、松江５丁目、船堀４丁目（市街地・工業エリア） 

主な取組 

・地域エネルギー会社として本年 12月に設立された江戸川電力株式会社が中心とな

り、「江戸川区産電力」を面的に地産地消 

   ・工場を対象に、脱炭素経営モデルの導入サイクルの実現を図る 

   ・千葉県匝瑳市と連携し地域共生型再エネ電源を拡大。学校施設中心に導入 

 

２ 補助金の受付 

  補助金の申請受付はクール・ネット東京が実施します 

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/zeroemi-chikusoshutsu 

 

 

 

 

本件は、「2050 東京戦略」を推進する取組です。 

戦略２０ 

ゼロエミッション 

「再生可能エネルギーの基幹エネルギー化」 

   2050 東京戦略 

【問合せ先】 

《事業に関すること》 

東京都環境局総務部環境政策課 

電話 ０３－５０００－７０２７ 

《申請受付に関すること》 

公益財団法人東京都環境公社 

 東京都地球温暖化防止活動推進センター 

(クール・ネット東京) 

電話 ０３－５９９０－５０６９ 

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/zeroemi-chikusoshutsu
https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/basic-plan/2050-tokyo/


ゼロエミッション地区創出プロジェクトの概要

◼ “ゼロエミッション東京”の実現のため、区市町村の地域特性を踏まえた

取組と都の重点施策を一体的に展開していくことにより、都独自のゼロ

エミッション地区（ゼロエミ地区）を創出する

➢ 各種補助事業等を通じた「点」の対策だけでなく、地域の特性や課題を

踏まえ、多様な主体が連携した面的取組を推進する

➢ 基本となる電力を「へらす・つくる・ためる」の取組を面的に展開するとともに、

ＡＩやスタートアップ等の先駆的な技術等も活用し、エネルギーの供給や需

要を組み合わせて「上手に使う」ことで地域全体を効率的に脱炭素化する

ゼロエミッション地区創出プロジェクトとは

効果的なプロジェクトを

都内全域に横展開
ゼロエミ地区 4地区創出 先行実施を踏まえた発展

2035~2050年2030~2035年2025~2030年

○ 10月20日～12月1日：Ｒ７年度実施の２自治体を募集、３自治体からの提案を受付

○ 12月17日：学識経験委員を含む「令和7年度ゼロエミッション地区創出プロジェクト選定委員会」を開催

⇒地域特性を活かした創意工夫があり、先進的かつ実効性の高い取組を面的に推進する提案かという観点等を評価し、

千代田区と江戸川区を選定

○選定後：ゼロエミ地区創出に向け、区市町村の面的取組を最長５年間(2030年まで)財政支援する

区市町村は、Ｒ７年度から協議会等の設置・運営を開始し、都が伴走支援を行う

都の重点施策

ゼロエミッション東京戦略 Beyond カーボンハーフ

基本の取組

電力を“へらす”

電力を“つくる”

電力を“ためる”

地域特性を踏まえた取組

再開発周辺

エリア

・
・
・

商業地

エリア
・
・
・

市街地

エリア
工業エリア

本プロジェクトの経緯
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参考とする

取組例
再開発周辺エリア

ゼロエミ地区

対象エリアの

特徴と選定理由

対象地区は、商業地として賑わい、下町らしさの残る東部地域や、業務や文教施設が集

積する西部地域など、特色ある街並みを形成。周辺には古書店街の神保町や電気街・サブカ

ルチャーの秋葉原、金融・経済中心地の大手町・丸の内などと近接。一方、単身世帯の増加、

企業移転によるまちの活力低下、建物の老朽化の進行・駐車場整備などによる賑わいの連続

性の欠如が懸念されている。このような背景を受け、都市計画マスタープランの下に「神田錦町

南部地区まちづくりガイドライン」を令和7年9月に策定し、４つのアクションの１つとして「環境へ

の配慮や防災性の高いまちづくり」を掲げ、ゼロエミッション東京の実現に向けた取組みを検討

していくこととした。このまちづくりの核として、再開発事業が実施され、整備される建築物等には

様々な脱炭素技術が導入される予定。千代田区では温室効果ガス排出が業務部門から約

８割、電気由来が約８割を占め、業務ビルの再エネ化が最優先課題。このため、対象地区を

先駆的なモデルとすべく、ゼロエミッション地区として選定した。

取組の概要

１．電力の再エネ化

（１）RE100電力の導入：千代田区独自の仕組みである「Eサイクルちよだ」の重点地区とし、

再エネ電力導入を促進。再開発事業では竣工時から100％再エネとし、オフサイトPPAに

より新規再エネ電力創出に貢献する形のEサイクルちよだを導入予定。2030年度までに発

電所を建設し、対象地区の事業者へ供給する。

（２）Airソーラー導入：設置ポテンシャル調査を実施し、補助金活用による導入を後押し。

（３）エネルギーマネジメント（余剰電力の融通、次世代型地域熱供給、BEMS導入）：

再開発エリアでBEMS・DRを実施、蓄電池も整備し、余剰電力融通を検討。次世代型

地域熱供給の供給範囲をエリア外にも拡大できるよう対応スペースを確保。

２．建築物の省エネ化

（１）新築・大規模改修時のＺＥＢ化促進：区による事前協議や助成制度で環境高性

能な建物への切替えを誘導する。再開発地区の高層棟事務所用途部分において、

ZEB Readyを達成するとともに、建物全体における一次エネルギー消費量については、

ZEB Orientedの基準を達成する。

（２）既存建築物の省エネ改修促進：省エネ診断を重点的に実施し、高効率空調・LED

照明等を導入。

３．その他：（１）中小企業の脱炭素経営支援、（２）普及啓発・行動変容、（３）

ゼロエミッションモビリティの推進、（４）フロン対策、（５）気候変動適応策の推進等を実施。

【千代田区】計画提案概要

ゼロエミ地区対象エリア

計画提案の概要を記載してください。

出典：国土地理院「地理院タイル（全国最新写真（シームレス））」

千代田区神田錦町南部地区

（赤破線が再開発事業予定地区）

（※本資料では対象地区と呼称する）
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部門 数量 GHG排出量の直近値

産業 3（事業所・工場） 63（t-CO₂/年）

業務 100（事業所） 45,186（t-CO₂/年）

公共施設 5（施設） 3,311（t-CO₂/年）

家庭
戸建住宅 7（戸）

1,388（t-CO₂/年）
集合住宅 17（棟）691（戸）

運輸 （台） （t-CO₂/年）

フロン 2,743（t-CO₂/年）

計 52,692（t-CO₂/年）

【千代田区】計画提案概要

計画提案の概要を記載してください。

# 2030年までの達成目標 KPI

1
再エネ電力6,000万kWh導入

（全体の55％強）
再エネ電力導入量（kWh）

2
ZEB化や省エネ設備導入により150万

kWhの電力削減
電力削減量（kWh）

3
脱炭素経営を行う企業が35社以上（中

小企業の1割強）
企業数

GHG削減目標表1-1：対象施設の内訳、GHG排出量の直近値

表1-2：主なKPI
・９ページ下部にあるような千表を入れて、イメージ示す形にしてください。

全体スケジュール

2025 2026 2027 2028 2029 2030

Eサイクルちよだによる再エネ電力への契約切替え推進

オフサイトPPA

（設計）

オフサイトPPA

（工事）

Airソーラー等設置

ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ調査

ZEB化、省エネ診断・改修

「ちよエコ未来企業スクール」等による中小企業の脱炭素経営支援

Airソーラーの設置の普及促進

オフサイトPPA発電所検討

27600
21800
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参考とする

取組例
市街地エリア/工業エリア

ゼロエミ地区

対象エリアの

特徴と選定理由

• 該当エリアの面積は、区内全体の約1.8％程度である。一方、GHG排出量は約5万㌧。区

内全体の2％超を占めており、区内でも特に排出量の多い地域である。

• 住工共存型の既成市街地を形成。また南側の再開発地区では、「行政・防災の中心」として

区役所新庁舎などの整備を予定している。引き続き、同エリアの発展を目指すためには、製

造業の再興、災害に強いまちづくりなど、地域課題の解決を図っていくことが必要である。その

解決策を導くにあたって、脱炭素は、有力な選択肢の一つとなる。

• 特に当該エリアでは、令和6年度から地域脱炭素に関する勉強会を定期的に開催しており、

ゼロエミッション地区の創出に向けた機運が醸成されている。円滑な事業開始やその成果を区

内外に波及させる効果も見込まれるため、当該エリアの選定を目指したい。

取組の概要

• ゼロエミッションの実現に向けて、脱炭素化を地域課題の解決につなげていく。最大限の地産

地消のエネルギーの創出と、需要家に合わせた取り組みを網羅的に実践する。

• 地域エネルギー会社として令和7年12月15日に設立された江戸川電力株式会社が中心と

なって、地産地消型の再エネ電力を創出する。具体的には既存住宅を対象として、初期費

用ゼロで太陽光発電等を導入できる仕組みを提供する。停電時のレジリエンス強化、高騰す

る電気代対策や地域経済循環の確立に寄与できるよう取り組む。

• 上記の取組みによって発生する余剰電力の区外流出を防ぎ区内で循環できるよう取り組む。

小売電気事業者と連携しながら、いわゆる”江戸川区産”電力を当該エリア内の需要家に供

給することで、面的なエネルギーの地産地消を図る。

• 一方、製造業が集積する地域でもあることから、工場を対象に、省エネコンサル事業者等と連

携しながら、いわゆる脱炭素経営モデルの導入サイクルの実現を図る。省エネ診断の結果をも

とに、高効率機器への更新等を促し、経営改善に資するよう伴走支援に取り組む。

• 千葉県匝瑳市と連携して、同市内で地域共生型再エネ電源の拡大に取り組む。同電力は

学校施設を中心に導入を進める。また区立コンベンション施設では、電気・ガスのCO2実質ゼ

ロを実現し、区が率先して環境に配慮した持続可能なイベント・会議の開催を促進する。

• 集合住宅は、再エネ電力への切換えを促進する。特に低層の賃貸物件は、東京都賃貸住

宅の断熱・再エネ集中促進事業の登録事業者と連携しながら、太陽光発電設置と再エネ

電力一括受電化を推進し、大家と居住者の双方がメリットを享受できるよう取り組む。

【江戸川区】計画提案概要

ゼロエミ地区対象エリア

出典：国土地理院「地理院タイル（全国最新写真（シームレス））」

「高台まちづく
り」モデル地区

第一種住居地域

準 工 業 地 域

特別工業地区

商 業 地 域

密集住宅市街地
整備促進事業地区

浸水の深さ
最大：3～4階
内水氾濫：1階

特別工業地区

東小松川3・4丁目・松江5丁目・船堀4丁目

船堀四丁目地区
第一種市街地再開発
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部門 数量 GHG排出量の直近値

産業 180（事業所・工場） 7,974（t-CO₂/年）

業務 286（事業所） 10,773（t-CO₂/年）

公共施設 10（施設） 12,214（t-CO₂/年）

家庭
戸建住宅 1,490（戸）

14,409（t-CO₂/年）
集合住宅 369（棟）5,483（戸）

運輸 0（台） 0（t-CO₂/年）

フロン 2,234（t-CO₂/年）

計 47,604（t-CO₂/年）

【江戸川区】計画提案概要

計画提案の概要を記載してください。

# 2030年までの達成目標 KPI

1 地産地消再エネの導入量 2,161,000（kWh）

2 区外からの再エネ導入量 30,100,000（kWh）

3 省エネ診断の実施件数 36（件）

GHG削減目標表1-1：対象施設の内訳、GHG排出量の直近値

表1-2：主なKPI ・９ページ下部にあるような千表を入れて、イメージ示す形にしてください。

全体スケジュール

2025 2026 2027 2028 2029 2030

50％超削減

2000年比では
約60％削減

地域エネルギー会社

の立ち上げ
ＰＰＡ事業の展開

大口需要家向け小売事業の展開

脱炭素経営モデルの導入サイクルの実現

匝瑳市における

再エネ電源開発 集合住宅の一括受電再エネ化

40％弱削減

TH船堀へ再エネ電力・CNガスの導入
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